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・生産性白書第1部：日本の生産性の長期低迷

→生産性向上の必要性

・生産性向上への６つのポイント

（1）ICT化（デジタル経済化）への適応

（2）人材の育成

（3）価格戦略の見直し

（4）サービス化への対応

（5）物流ネットワークの効率化と再構築（国内及び海外）

（6）新たな付加価値概念
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第2部の概要（1）
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第1章

デジタル経済の進展と生産性

・デジタル経済化への適応の遅れ

（AI及びロボットでも同様）

デジタル経済化は、生産性を向上さ
せる（1990年代後半の米国）が、すべ
ての先進国にあてはまっていない。

日本の課題：

①ICTの利活用と経営戦略のギャップ

②人材の不足

③中小企業でのデジタル化は負担が
大きい

第2章

人材投資と生産性

・国際的には、OJTを除く日本の教育訓練
投資は1991年をピークに減少傾向。

・独自のアンケート調査では、人材投資を
行っている企業の方が、生産性が高い。

・社内研修を充実させる企業は５割超、

専門人材の採用を行っている企業は

約４割。ただし、社内研修については、
年間10時間未満と回答した企業割合が
75％と高く、研修の充実が課題。
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1995 Microsoft社　Windows 95発売

1997 Google創業、日本では楽天創業

1999 Internat of Things (IoT)という用語が提唱される

2004 マーク・ザッカーバーグがFacebookを創業

2006
ディープ・ラーニングの起源となるニューラル・ネットワークの深層化手法

が提案される

2007 iphone発売される

2008 Airbnb創業

2009 Uber technologies創業

2010 エコノミスト誌が「ビッグ・データ」という用語を提唱する。

1957 米国で初めてIT（情報通信）投資という用語が使われるようになる

フェアチャイルド社（ムーアの法則のゴードン・ムーア氏は、フェアチャイ

ルド社の研究開発部門のディレクターだった）創設

1968 ムーア氏とノイス氏がインテル社の前身であるNM Electronicsを創設

1960年代後半
米国国防総省と大学を結ぶパケット交換による通信回線としてARPANETが開

発される（インターネットの源流）

1976 スティーブ・ジョブス氏Apple社創業、Apple 1開発

1978 日本最初のパーソナル・コンピューター（8ビット）が発売される

1980
IBM PC発売、オペレーティング・ソフトとして、マイクロソフト社のDOSが

採用される

1988 米国で商用インターネットが開始される

1989-90
スイスの素粒子物理研究所のティム・バーナーズ＝リーらが、World Wide

Webを開発

1994 Amazonが創業

SONY プレイステーションを発売

デジタル経済の歩み
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Q8. 貴社におけるICT活用上の目下の課題として、あてはまる

ものをすべてお選びください。（いくつでも）
回答社数 割合

1.経営トップが意思決定できない 23 9%

2.自社のニーズを踏まえた効果的な戦略立案ができない 66 27%

3.社内での協力が得られない 28 11%

4.事業部門で情報化投資を進めてしまうため、全社的な効果

が得られない
34 14%

5.コストの割には、適切な投資効果が得られない 85 35%

6.ICT専門人材が不足している 163 67%

7.事業部門のニーズをまとめ、IT部門とコミュニケーション

ができる人材が不足している
101 41%

8.適切なアウトソース先が見つからない 29 12%

9.その他（　　　　　　　　） 6 2%

10.課題は特にない 31 13%

注）割合は回答企業245社に占める割合を示す

ICT活用の課題
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ICTに関する社内研修実施の有無と生産性

ICT専門人材の採用の有無と生産性
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第3章

価格形成と生産性

・付加価値の上昇のためには、品質向
上が不可欠。消費者は、品質に見合
った価格を望んでいる。

・品質競争戦略をとる企業では、研究
開発が活発で、プロダクト・イノベー
ションを行っている確率が高く、利益
率が比較的高い傾向がある。

・柔軟な価格設定(ダイナミック・プライ
シング＝繁忙期に対応した価格設定
など)を通じ、サービス産業の生産性
を高める余地がある。

第4章

サービス経済化と生産性

・日本では労働人口の7割がサービス産業
に従事。製造業であっても、製品にサービ
スを組み合わせ、顧客課題のソリューショ
ンとしてのサービスを提供する｢サービタ
イゼーション｣が活発化。

・顧客の業務改善やイノベーションのため
のコンサルティング・サービスを行う企業
の割合が増加している(35％)が、そうでな
い企業との二極化が進んでいる。

・サービスの有償化率は業種によって異な
るが、機械や電機では9割以上で有償化
が進んでいる。各種コンサルティング・サ
ービスではまだ収益化していない企業が
半数にのぼる。
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平均値 下位10％ 上位10％
宅配サービス 17% 5% 30%
鉄道・バス 23% 5% 50%
航空運輸 34% 8% 50%
飲食店 15% 5% 30%
小売店 14% 5% 30%

サービスの質に対する支払意思額

重視する競争のタイプ
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製造業のサービス化のステージ サービスビジネスの有償化率
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第5章

サプライ・チェーン、システム化と
生産性

・物財の生産効率が向上しても、物流が効
率的でないと全体の生産性は向上しな
い。日本の物流業界の生産性は欧米主
要国より低い。貨物の小口化・多頻度化
により積載効率は低下している。

・新技術を用いて物流の生産性を向上させ
る試みとしては、①物流センターのロボッ
トシステム、②無人配送ロボット、③ドロ
ーンなどの取り組みが進んでいる。→規
制緩和と安全確保のための規制のバラ
ンスが重要

・国際的にはグローバルバリューチェーン
(GVC)が進展。→日本は海外への部品
提供は多いが、総じて自国内取引が中心
→ネットワークの中心には中国が台頭。

第6章

生産性測定の課題

・デジタル化の進展→無料検索サービ
スやシェアリング・エコノミーの拡大
→生産性の分子である付加価値の
測定が難しくなる。

・新たな試み：生産側ではなく消費者満
足度の計測

・経済取引を超えた指標の開発
→国単位では、国連の人間開発指数
、企業レベルでは、SDGsへの取り組
みや健康経営などを被財務情報とし
て開示する動き。
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物流業界の課題 積載効率の推移
（営業用自動車の輸送トンキロ/能力トンキロ）

工場

輸送荷
役

航空輸送

海上輸送

陸上輸送

鉄道輸送

卸売
物流センター

輸送

小売
物流センター

輸送

消費者

店舗

幹線道路ネットワークの整備
物流結節点（港湾、駅）の整備

労働力不足
物流効率の悪化

小口多頻度配送
ECの急成長 再配達の増加

連携・協働による物流の効率化
無人化・自動化
データ分析・共有による物流管理のシステム化
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日本企業

A国企業

A国 日本 B国

Ｂ国企業

中間財

最終財

GVCの前方への参加率

他国の輸出財・サービスの生産に中間投入と

して使用さ れている自国の輸出財・サービ

スの金額が、自国の輸出総額に占める割合

GVCの後方への参加率

自国の輸出財・サービスの生産に中間投入と

して使用されている他国からの輸入財・サー

ビスの金額が、自国の輸出総額の占める割合

グローバル・バリュー・チェーン（GVC）

中間財

最終財

中間財

←は、輸出

GVCの概念図
（日本を中心としたA国、B国が参加のケース）
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シェアリングエコノミーの付加価値額推計
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一人当たり包括的な富（2004年）
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補論：第2部で論じた課題は、コロナ危機後の
経済社会にどのように生かされるべきか（1）
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・米国などに比べて雇用を重視する日本企業の経営や雇用
調整情勢金などは、短期的なショックに対してこれを吸収
する役割を果たしている。

・一方、日本の生産性の低さやデジタル化の遅れは、コロナ
危機で露呈（例：1事業所または、1人当たりのPCR検査
数の低さ）。

・PCR検査数を増やす工夫の中に生産性向上の手段がす

べて含まれている。そして生産性の向上が、人々の社会
生活の安心、安定につながることも明らか。
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１．短時間で結果が出る検査キットの開発

→技術革新（第6章に関連）

２．医療機関や所管官庁への報告方法のデジタル化

→IT投資と人材育成（第1章及び第2章に関連）

３．ドライブスルー検査など、検査方法の改善

→ソフトのイノベーション（一種の組織改革）（第3章に関連）

４．指定感染症の解除または分類変更による

民間委託の柔軟化

→規制緩和（第4章及び第5章に関連）

補論：第2部で論じた課題は、コロナ危機後の
経済社会にどのように生かされるべきか（2）
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・民間部門の生産性向上とともに、人々が気づいた点

→民間市場でうまく取引されることのない「健康」に対する
価値。

・「経済」と「命」を対立させるのではなく、人口当たりの死者
数を低く維持してきた医療制度や高齢者施設のサービス
などをどのように経済活動のプラスアルファとして評価して
いくかが重要（第6章で示した方向性）。

補論：第2部で論じた課題は、コロナ危機後の
経済社会にどのように生かされるべきか（3）
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